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震災史のための 

フレームワークについて  

 

史学（historical science）を

学んだ者にとって、東日本大

震災は、歴史を見る目が問わ

れる出来事と言えます。その自然災害は、

少なくとも日本史上では将来にわたって、

記述され続ける出来事と考えます。しかし、

記述内容やボリュームは、視点によって大

きく異なると思われます。 

歴史学の本質は、過去の出来事を検証し、

後世に伝えることです。出来事は、視点に

よって矛盾を含むことがあり、その網羅的

な歴史記述は不可能です。一方、特定の地

域や限定された分野から見た記述は、出来

事の一つの断面であって、その全体像とは

言えません。「それぞれの東日本大震災」と

言われるように、体験は一人ひとりで異な

り、その後の歩みも千差万別です。その差

異を含む事象を歴史学として検証すること

は、そもそもできるのかが問われるのです。 

東日本大震災は、2011 年３月 11 日の地

震発生から 10 年を経過したとはいえ、その

余震活動は継続中です。原発事故の処理は

途上にあり、避難生活を続ける人々がいる

現状があります。震災は終わっておらず、

経過的な現実があります。しかし、ボクた

ちは、東日本大震災について、歴史学的に

検証する時期に来ていると認識しています。

ここでは、その課題について考えます。 

●情報処理と歴史 

日本大震災

を歴史に組

み込む技術

は、ある意味では情報処

理系の技術と言えます。現代における情報

は、時間軸と平面軸、さらに空間軸で多岐

にわたり、その量は膨大です。その情報を

個人の能力で処理することは不可能で、人

員を動員しても膨大な時間と労力を必要と

することがあります。そのため、人為を超

えた作業をＡＩ（Artificial Intelligence 人

工知能）に委ねるような、機械的処理に頼

る時代を迎えています。情報の取捨選択は、

個々のニーズで異なり、しかも流動的です。

人々が日常生活を営む上で、過去に拘るこ

とは、思考の停滞を招く可能性があり、過

去情報は機械的処理に委ねた方が良いとす

る見解があって当然です。 

しかし、歴史記述が必要とされる背景に

は、過去の事実の伝承と同時に、鎮魂や愛

惜といった精神面の要素が含まれています。

人々の心の在りようの変化や変遷が、一定

の重要さを持つのです。東日本大震災の発

災当時、多くの人々が「ことばを失う（失

語）」状態に陥り、ボク自身もそのような体

験をしました。現実をことばに置き換える

ことなどできないと感じられ、もどかしく

も苛立たしい日々を過ごしました。現実に

対してことばは余りに無力で、ことばを弄

しようとすること自体が、空虚に感じられ

たと記憶しています。 
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それでも、ことばは編まれる必要性があ

る、とボクたちは考えています。ある面で

は厳然とした事実としての歴史、ある面で

は心のケアに資する歴史として、記録は残

される必要性があるのです。それは、現在

進行形の日常生活の思考を停止させ、過去

に拘ることを意味しています。それでも、

歴史学に役割があるとすれば、日常生活の

表層における知的領域に、時間軸の層で厚

みを持たせ、重層的な思考を可能にするこ

とにあるのだろうとボクは思います。 

 

●名称について考える 

日本大震災の名称は、日本政

府による公式の英語訳として、

“ The Great East Japan 

Earthquake”と表記されています。しかし、

海外メディアなどは、“Great”は他の大規

模災害との差異化を際立たせすぎるとの観

点から 、“Japan earthquake and tsunami 

2011”のような表記にするケースがあると

されています。 

ボクたちは、「災害」を“disaster”と認

識しています。そのため、自然現象そのも

のを指す“earthquake（地震）”“tsunami

（津波）”だけでは、甚大な被害の意味作

用が薄れ、単発的な自然現象と認識されて

しまう可能性があると考えています。「震災」

という日本語は、“earthquake disaster”

の意味であり、“tsunami disaster”の意

味です。まず、そのギャップを埋める表記

が必要となります。もちろん“2011”また

は“3.11”の表記が入ることが望ましいと

考えます。 

ボクたちは、東日本大震災の英語訳を以

下のように表記することにします。 

 

East Japan Earthquake and Tsunami

（disaster） 2011 

東日本大震災は、自然現象としての地震

活動に起因して発生した災害です。2011 年

３月 11 日午後２時 46 分頃に発生した巨大

地震は、気象庁が「平成 23 年東北地方太平

洋沖地震」と命名しました。その英語表記

は、“The 2011 off the Pacific coast of 

Tohoku Earthquake”です。この地震は、

日本史上の近代的な観測体制下では、最大

規模の地震でした。その事実は、歴史的に

重要と言えます。また、震央の三陸沖を起

点に岩手県沖から茨城県沖に及ぶ南北に長

い「震源域」で発生した（国土地理院の推

定）地震でした。 

「本震」と呼ばれるこの地震は、東日本

大震災をもたらした主要な要因になりまし

た。しかし、「本震」以外に「前震」と呼ば

れる３月９日の地震があり、その後の「余

震」は、マグニチュード７クラスを含めて

並外れた回数に上ります。しかも、長期間

に及び、その一連の地殻変動が、東日本大

震災の地震活動です。東日本大震災史上の

地震活動は、けして単発的なものではない

という認識が、重要な視座と考えます。 

なお、震災史を考える時、平安時代の貞

観地震（869 年）や現浜名湖を形成したと

される室町時代の明応地震（1498 年）、関

東大震災（1923 年）など、歴史上の他の災

害に触れることが望ましいかもしれません。 

 

●震災史のためのフレームワーク 

北地方太平洋沖地震の地震動

による被害は、東日本を中心

に各地で発生しました。東京

都千代田区の卒業式会場で起こった天井の

崩落事故や福島県須賀川市で起こった土砂

ダムの決壊など、死傷者が出た事例があり

ました。千葉県浦安市などで起こった液状

化現象も、東日本大震災の断面の一つと言

えます。そのほかの地域でも、住家や公共
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施設などの被害が各地で発生していて、ボ

クが暮らす市では、幹線道路が土砂崩れで

埋もれ、通行不能になる事例がありました。

東日本大震災の初期段階の「被災」は、そ

のようなものだったと考えられます。 

ここで重要になるのは、その後の津波の

発生とそれによる「被災」、原発事故の発生、

日本政府をはじめとする政治的対応や経済

的影響、文化的な思考様式の変容など、多

岐にわたる歴史的要素を包括する枠組みの

設定（framework）です。なぜそれが必要

かと言えば、東日本大震災史を網羅的に記

述する能力は、ボクたちにはもとよりなく、

日本政府でさえ、政府機関が収集した情報

に限定されてしまうからです。 

東日本大震災は、時間の経過と共に情報

量が増え、地域ごとの分岐や分野ごとの分

岐、さらには個人ごとの分岐と細分化され

て行きます。膨大な情報の断片が、無秩序

に散乱した状態を呈するのです。一方、沈

黙領域のような空白域や未解明領域が、生

じる可能性があります。歴史的事実を検証

するためには、空白域を含めた多岐にわた

る情報をインプットする領域を設定し、細

分化に耐え得るツリー構造のような枠組み

を、設計しておく必要があると考えます。

東日本大震災は将来的に、三陸沿岸の津波

被害や原発事故に集約され、初期段階の「被

災」のような歴史が、闇に埋もれてしまう

可能性があるからです。 

それを防ぐためにはまず、自然史の領域

で起こったことと、それに伴う社会史的な

「被災」を切り分ける必要があります。自

然史の領域とは、前述の地震の発生やこれ

から述べる津波の発生など、人為が介在し

ていない歴史です。その自然現象が歴史の

底層を為し、あらゆる人為の領域は、それ

に振り回される形で進展しました。その客

観データに基づく自然現象の歴史が、その

後の膨大な震災関連情報の前提です。それ

は、「コロナ禍」においても同様と考えます。 

底層となる自然史の直接的な影響領域と

して、上層最下段に「被災」の歴史が位置

づけられます。この歴史は、地点ごとに異

なる様相となるため、一律に語ることは不

可能です。あえて分類できるとすれば、地

震による直接の被害と津波による被害の二

分割です。共に人的被害と物的被害があり、

人的被害は死傷、物的被害は建物（住家、

店舗、学校、官公庁等）、インフラ（交通網、

電気、ガス、水道、通信等）、産業施設（事

業所、工場、港湾、空港、農地等）などに

分類されます。また、物的被害の形態とし

ては、建物倒壊、構造物破損、火災、土砂

災害、液状化などのほか、交通事故などの

人為的被害があります。津波被害の場合、
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形態の切り分けは不要ですが、火災の発生

があり、その並びに原子力発電所事故が位

置づけられると考えます。東日本大震災に

おける火災は、津波被災地域に限らず発生

していて、消防庁のまとめによると、全国

で 330 件（2020 年３月現在まとめ）が確認

されています。火災による「被災」は、阪

神・淡路大震災では主要な位置を占めてい

たという事実があり、おろそかにはできな

いと考えます。 

それらの「被災」史は、地点ごとの平面

軸と複数回に及んだ「余震」の時間軸によ

って構成されています。史料を落とし込む

地点ごとに時間軸はあり、2011 年３月 11

日に限定された出来事ではないのです。具

体的には、2011 年４月７日に発生した宮城

県沖を震源とする「余震」で、建物倒壊や

停電の発生、一部区間で運行を再開してい

た東北新幹線が再運休した事例がありまし

た。つまり、地点ごとに細分化した史料ス

ペースを、さらに細分化して分野別に切り

分け、その全体を時間軸で重層化して行く

枠組みが必要となるのです。 

それは当然、気の遠くなるような作業に

なります。人的作業では、到底追いつきま

せん。東日本大震災関連情報とは、それほ

ど膨大だという認識が必要なのです。 

 

●自然史の津波と社会史の津波 

に、東日本大震災の被害を甚

大なものにした津波について

です。その発生メカニズムや

三陸沿岸地域の地形の特性などについては、

自然科学の解説に委ねるとして、歴史学的

には、各地点の津波が、人々に与えた影響

の濃淡が重要な位置を占めます。 

自然現象としての津波は、３月 11 日午後

３時頃から東日本の太平洋沿岸に到達し、

日本列島の沿岸地域に順次押し寄せました。

波状的な襲来が繰り返され、三陸沿岸での

津波遡上高は、30ｍを超えた地点があった

と推定されています。潮位の変化は、当日

以降も続き、西日本沿岸では３月 13 日頃ま

で続いていたことが観測されています。 

一方、津波による社会的影響という点で

は、津波の高さと合わせて浸水域の広さが

問題になります。無人の岸壁で確認された

30ｍの津波と住宅地で観測された５ｍの津

波では、おのずと社会的影響が異なります。

具体的には、津波被害が最も広い範囲に及

んだ宮城県石巻市では、津波浸水高がおお

むね 10ｍ未満でした。しかし、津波浸水域

は 73 ㎢と最も広く、市街地の大半が津波に

飲み込まれました。仙台湾に面した平野部

や岩手県陸前高田市のような、平坦地が広

い市町村ほど津波浸水域が広く、被害は甚

大でした。 

その力点の置き方が、自然史と社会史を

分岐させます。自然史としては、リアス式

海岸の三陸沿岸地域ほど津波遡上高が高く、

海岸形状によって威力が増したと説明でき

ます。現実に岩手県から宮城県北部にかけ

ての太平洋沿岸の津波は、地形の影響を受

けて増幅し、市街地を飲み込んだと推測さ

れます。しかし、非住家地域の津波遡上高

30ｍは、自然史としては重要だとしても、

社会的影響は限定的でした。つまり、災害

史という観点で見ると、最大津波遡上高は

一つの目安であって、影響の大きさに比例

しているとは限らないのです。社会史とし

ての東日本大震災の津波は、社会的影響の

大きさに力点を置くのが望ましいことは、

言うまでもありません。それには、地震に

よる直接の「被災」と同様に、地域ごとに

分岐したフレームワークが必要となります。

前頁図の枠組みは、津波の「被災」におい

ても適用が可能と考えます。 

しかし、そこで課題になるのは、津波に
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よる「被災」の規模は、地震そのものの「被

災」をはるかに凌ぎ、圧倒的に大きなもの

だったという現実です。そこには、後に述

べる原子力発電所の「被災」が含まれ、地

域や地点ごとの時系列のドキュメントが、

重要な役割を果たします。１分１秒を争う

ような現実がそこにはあり、その歴史記述

が、東日本大震災史の核心となるのです。 

具体的には、地震発生から津波到達まで

の初動対応の歴史、到達時から数時間に及

んだ襲来時（浸水の範囲、人々の行動等）

の歴史、さらに、外部から救援がない段階

での応急対応の歴史など、空白域を含んだ

事実が散乱しています。その時間の流れは、

地点ごとに異なり、当然のこととして一括

処理は不可能です。現段階の史料としては、

行政やメディアなどが編纂した県単位や市

町村単位の記録が、散在している状態です。

歴史的事実は恐らく、大半が未記録の状態

にあり、記録された史料を含めた整理と体

系化が、歴史学が果たす一つの役割と考え

ています。 

また、後々までさまざまな爪痕を残すこ

とになった精神面の歴史（心性史）の原点

には、かなりのウエイトで津波が位置づけ

られます。そこには、現場での感情や意思

決定のプロセスのほか、その後の喪失や別

離といったネガティブな心性が横たわって

います。一方、既成の破壊が解放感の心性

を生み、一部とはいえ、創造的破壊のよう

な感覚があったと考えられます。それをポ

ジティブと呼ぶのははばかられますが、東

北地方のことばで言う「おだず（はしゃぐ

＝精神の解放）」は、震災史の一断面です。

さらに、映像を通して感じた間接的「被災」

は、驚愕と同時に価値観の変容を生み、そ

れがかなりの人々に共有されたという事実

は、歴史学的に位置づけられる必要がある

と考えます。 

●原発事故史に関わる特筆性 

日本大震災史において特筆が

必要なのは、やはり福島第一

原子力発電所の事故です。事

故の要因は、津波による「被災」ですが、

それが広範囲に及ぶ原子力災害をもたらし

たという点では、自然災害と人為災害の二

面性を持っています。また、その災害は、

10 年を経過した 2021 年現在も継続中で、

廃炉作業や汚染土・汚染水の処理、街の再

生が完了するまで、歴史的な過去として封

印することができません。 

この原子力災害をどのような視点で語る

かは、多くの困難を伴います。事故そのも

のの経緯については、津波による発電所構

内への浸水で電源喪失状態になり、稼働中

だった１号機から３号機で原子炉内の沪水

が蒸発、メルトダウンが起こって、水素爆

発に至ったと記述できるかもしれません。

いわば科学史の視点です。しかし、この原

子力発電所は、国の原子力政策や地元と東

京電力の誘致（進出）力学という社会的背

景の下で建設された歴史があり、その記述

を欠くと、適正性という観点で偏向が生じ

ます。それは事故の経過についても言える

ことで、発電所内の事故対応の歴史と周辺

住民の避難の歴史は、同時進行のもので、

別個の取り扱いはできないと考えます。 

具体的には、原子炉内で現実に起こって

いた現象と東京電力の現場対応、また、事

故状態に対する認識、それに対する東京電

力本社と政府の対応、さらに、避難指示決

定の経緯と地元自治体や関係機関への伝達、

そして、自治体からの指示による住民避難

という経緯をたどっています。その間に原

子炉内の状態は悪化しており、一方で住民

の避難は、劣悪な状況下で進行したと考え

られます。その一部始終に関する知見は、

誰も持ち合わせていないのが現状です。原
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子炉内で進行していた事態の実相は、推測

の域を出ないままですし、全住民避難の行

動履歴の検証は、不十分なままと言わざる

を得ません。つまり、将来における東日本

大震災の原発事故史が、歴史的事実の歪曲

を招く可能性があることを意味します。そ

れを防ぐためには、事実の解明と検証が必

要なのです。 

この原発事故のフレームワークは、津波

による発電所の「被災」がもたらした二次

災害に相当します。二次災害は、水道、ガ

ス、他の発電施設などのライフライン、鉄

道、通信などの交通インフラでも起こりま

した。その意味では、他の二次災害と同列

に扱うのが妥当です。しかし、影響の大き

さと未解明要素の大きさ、復旧への時間的

長さという点で、質量共に特筆が必要です。

そのため、下図のようなフレームを設定し

ました。特に避難に関しては、今後も証言

が増える可能性があり、落とし込むフレー

ムは、重要な位置を占めると考えます。 

この原発事故は、日本国内のみならず、

国際的に原子力発電の是非を問う論調を生

んだことは、ご承知の通りです。いわゆる

エネルギー・ミクス（energy-mix： 電力

供給の発電依存度比）の再考は、燃焼エネ

ルギーから自然再生エネルギーへのシフト

を指向させましたが、その実現には多くの

課題が残されている現状があります。 

そのような思考転換の契機となったこの

原子力災害は、福島第一原発のリスクマネ

ジメント（防災対策の在り方）の問題への

すり替えでは済まされません。より適切な

防災対策を施していれば、この原子力災害

はなかった可能性はあります。しかし、思

考転換の歴史は、全原発の稼働の可否を問

うたのですから、歴史学の役割は、一原発

のリスクマネジメントの甘さの指摘より、

思考転換の事実を重視することにあると考

えます。 

 

●東日本大震災下の経済史の役割 

日本大震災における経済史的

指標は、直接の被害に関わる

損害額に始まり、企業や団体、

個人の経済活動（生業）の打撃や喪失に関

わる指標、また、いわゆるサプライ・チェ

ーン（supply chain：物品供給体制）が被

った連鎖的指標、さらに、マクロ的視点で

の景気や財政収支に関わる指標など、いく

つかの視点からの検証が考えられます。「経

済的な被害」は、それが「被害」であるこ

とは確かとはいえ、主に物的被害や経

済活動上の被害を、金銭勘定に置き換

えた指標です。そのため、貸借（＋－）

の変動が、マイナス要素増に振れる動

きを指していて、実態を金銭換算した

場合の数値にしか過ぎません。誤解を

恐れずに言えば、仮構上の「被害」と

言えるのです。 

そうは言っても、東日本大震災によ

る経済的損失とその後の経済活動へ

の影響は、莫大な金額に上りました。

内閣府の推計では、その被害額は総額

で約 16 兆９千億円と試算されていま
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す。その６割強に当たる約 10 兆４千億円が、

住宅や店舗、事務所、工場などの建築物被

害としています。そのほか、インフラなど

の物的被害の時価試算額が並びます。ここ

には当然、家庭や店舗などで震災がなけれ

ば見込めたであろう収入のような、見込み

額の被害は含まれていません。「被災」によ

る経済的被害の実態は、仕事を失う、産品

販売網を失う、人的収入源を失うといった

物的被害額では勘定できない要素が、多く

を占めていました。そのため、経済史的観

点からの東日本大震災には、物的被害の金

銭換算では済まない要素があるのです。 

日常生活を営む上で経済活動は、不可欠

の要素です。それなしの生活は、誰もがほ

ぼ不可能です。経済史的観点からの記述が

重要な位置を占めるのは、それが一つの生

活史となるからです。そのため、まずはミ

クロ経済史（家計、経営等）を基幹として

考えるのが妥当です。それが、東日本大震

災の直接的経済被害の実態となります。個

別の家庭や企業、団体などの貸借上のマイ

ナス幅を総計するなど不可能ですが、理論

上の被害総額は、その金額に相当します。

その上で、地域経済や金融、被災地域外の

間接的経済被害、景気や財政などに与えた

影響を検証するのが筋と考えます。 

東日本大震災における経済史は、言うま

でもなく「復興」と直結した歴史です。こ

の間、財政出動や金融支援のほか、クラウ

ド・ファンディングの萌芽のような動きが

見られました。商店街の再構築や起業など

の動きもありました。しかし、インフラな

どの「物的復興」と「経済的復興」は異な

り、基底となる家計や経営の「復興」が、

どの程度まで進んだかは、事例ごとの検証

が必要です。経済は生き物である以上、そ

の課題と向き合うためにも、経済史は重要

な役割を果たします。 

支援／避難／汚染・・・ 

対応史のフレームワーク  

 

日本大震災史のフレームワー

クは、「被災」の歴史で完結す

るものではありません。ここ

までの記述は、上層領域（下段）に位置づ

けた地震と津波による社会的被害に関する

領域でした。次の段階は、上層領域（中段）

に位置づけられる領域です。この領域は、

「被災」に対する外部機関などの対応の歴

史を含んでいます。 

その最初となるフレームは、「支援」の歴

史です。「被災」の歴史に対する「支援」の

歴史は、日本政府をはじめ都道府県や市町

村単位の行政上の動き、民間団体や個人な

どの行政機関以外の動き（ボランティアを

含む）、海外からの人的物的な動きなど、い

くつかの要素に分けられます。初期段階の

動きは、言うまでもなく救命活動です。消

防や警察、自衛隊、医療チームといった行

政主導の支援隊が、最前線で活動しました。

その動きは、所管ごとの行政史料（報告書

等）で確認ができます。 

次の段階の「支援」は、海外を含む各地

から寄せられた大量の支援物資に関する歴

史です。諸外国からの支援は、外務省史料

などである程度は確認できますが、国内か

らの物的支援は、各地でどのような動きが

あったのかを詳述した史料は、散在状態と

言わざるを得ません。物的支援は、収集―

運搬―供給の段階的活動のため、未被災地

域の支援物資の収集活動などの歴史は、全

国規模で広がっていたと考えられるだけに、

その実態記録が大切です。また、供給は、

主として津波被災地域への物資が中心だっ

たと考えられますが、配送体制がどのよう

に作動しいていたのかなど、検証が必要な
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点は多々あります。ガソリンのように供給

不足が長期に及んだ物資もあり、それがな

ぜ生じたのかの記述は必要です。 

また、電気、ガス、水道、通信のいわゆ

るライフラインは、各施設の被害で供給が

滞る事態が発生しました。期間は地点によ

りバラツキがあるものの、その復旧に携わ

った方々の歴史は、「支援」の歴史の一部を

なすと考えられます。電力供給網の被災現

場の状態や水道網の被災状態など、当事者

にしか分からない点があり、余震が続く中

での復旧作業は、簡単なものではなかった

と想像されます。 

さらに、民間団体や個人などによる人的

支援は、発災から一週間後頃から行われる

ようになりました。津波被災地域に対して

は、近隣の住民グループや民間団体などが、

炊き出しや災害破損物の処理、ガスボンベ

などの危険物の処理などに入り、当面の復

旧や生活支援に尽力しました。その後、遠

方からのボランティア支援が活発化し、個

別の家屋を含む被災住民の復旧支援が、本

格化するという経緯をたどりました。 

いずれにしても、初期段階の「支援」は、

錯綜した中で行われたと思われます。その

分、系統立った記述は少なく、所管の行政

機関や団体ごとにまとめられた史料が、並

存している状態にあります。ボクたちとし

ては、その歴史学的フレームワークを設定

しておきたいと考えるのです。 

 

●「避難」の歴史について 

に、上層領域（中段）の枠組

みとして、「避難」の歴史が挙

げられます。「避難」の歴史は、

発災直後から時系列の推移がありました。

大枠では、域内避難と域外避難があります。

域内避難の場合は、応急避難から避難所で

の共同生活があり、津波被災地域では仮設

住宅への入居、自宅再建や公営住宅への入

居と推移しました。域外避難の場合は、近

隣避難と遠方避難があり、縁者を頼るケー

スとそれ以外のケースが想定されます。全

住民域外避難となった原発周辺地域の場合

は、集団県外避難のほか、転居を繰り返し

たケースが多々あるとされています。また、

その避難は、現在も継続中です。 

初期段階の避難者数は、警視庁の集計に

よると、50 万人近いとされています。しか

し、復興庁の公表値によると、全国の避難

者数は、翌 2012 年６月時点の 34 万人余り

が最大値です。発災から１年以上が経過し、
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初期段階から 10 万人余りしか減っていな

いという計算は、妥当性に欠くと言わざる

を得ません。発災当初の避難者数は、内陸

部を含めて 50 万人をはるかに超え、東京都

内の帰宅困難者数などを含めると、その数

は 100 万人以上と考えるのが妥当です。 

初期段階の避難は、原発周辺地域以外は、

域内避難が中心だったと推測されます。津

波被災地以外でも、停電や断水の影響で公

設避難所に避難した住民がいて、給水支援

や食糧支援、携帯端末の充電支援などの拠

点になっていました。無料開放された公衆

電話は、伝言ダイヤルや遠方への安否連絡

に利用されました。その状態は、電気や水

道の復旧と共に徐々に解消され、住民は順

次自宅などに帰宅して行きました。 

津波被災地域の場合は、当初の応急避難

から公設避難所への避難に移行したと考え

られます。しかし、避難者数の実数把握は、

各自治体において困難を極めたと推測され

ます。初期段階からおよそ半年間、避難者

数は、当該市町村の域内避難所で主にカウ

ントされていたと思われますが、時間経過

と共に、その数は減り続けました。岩手・

宮城両県では、学校などの公設避難所が、

2011 年中にすべて閉鎖されています。 

しかし、この間の避難者の実態は、近隣

市町村が設置した避難所への避難を含めて、

域外避難へとシフトしていました。結果的

に2011年 11月 17日時点の復興庁のデータ

は、岩手、宮城、福島３県の県内避難者数

を、前回公表値から合計で約 25 万人増と、

３倍増以上になる大幅な数値補正をしてい

ます。これは、仮設住宅への入居者数を、

同じ県内でのみなし仮設への入居者数を含

めて再計算した結果と考えられます。つま

り、その約 25 万人は、発災から半年以上の

期間、避難者としてカウントされていない

状態を生きていたことになります。25 万人

分の空白の避難史があるのです。 

津波被災地からの域外避難は、みなし仮

設のほか、縁者を頼った避難などで、徐々

に範囲が拡大して行きました。遠方避難も

増加し、国内での範囲は、全都道府県に及

びます。福島県からの避難者を受け入れた

埼玉県加須市の避難所は、2013 年まで運営

されました。公営住宅などで避難生活を送

る方々は、10 年後を経ても実在します。 

岩手・宮城両県からの避難と福島県から

の避難は、事情が異なっています。原発事

故による避難指示区域からの避難史は、当

事者の証言による以外、安易な記述を慎む

ことが望ましい要素を、多分に含んでいま

す。いわゆる震災関連死で亡くなられた方

も福島県が最も多く、それが避難先でのこ

とと思うと、心が痛みます。ただ、実態と

しての避難が、どのように進行したのかの

大枠は、記録にとどめておく必要があるの

ではないでしょうか。市町村単位の集団避

難は、原発事故以前にも事例はありますが、

その規模と期間は、大きく異なっています。

当事者ではないボクたちが、軽々に言える

ことではありませんが、事実は事実として

伝えて頂くことを願っています。 

発災から 10 年を経過した現在、継続中の
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避難と転居・移住の区分は、行政手続き上

の要素があると思われます。居住先での定

住を望まれる場合は、適切な手続きを進め

ることが好ましいとボクは思います。 

 

●放射能汚染史について 

島第一原発事故に伴う放射能

汚染は、地元の福島県はもと

より、関東地方から岩手県に

かけての範囲に広がったと考えられていま

す。事故当時の風向や降水が影響したと考

えられていて、飛散の始まりや経過は、一

定の推測がなされています。歴史学は、こ

の放射能汚染の広がりについて、どのよう

にアプローチできるのか。ボクたちは、科

学的根拠に基づく汚染の広がりと、その後

の影響と除染の歴史を、地域に応じて検証

することが望ましいと考えます。 

この放射能汚染の広がりは、人体に影響

する可能性が高いとされた放射性ヨウ素の

飛散実態の解明から着手されました。福島

県からの避難者を中心に、放射能検査が実

施されました。放射性ヨウ素は、半減期が

極めて短いため、10 年が経過した現在は、

その影響を懸念する必要はほとんどなくな

ったと考えられています。しかし、当初の

被災線量によっては、発がんなどの健康被

害がある可能性は皆無では言えません。そ

のため、一定周期の健康観察による医学的

知見の歴史は、考察が必要と考えます。ま

た、いわゆる震災関連死に関して、避難先

での急激な体力の衰えなどが、持病やスト

レスだけに負うものなのか、放射線との関

連性は皆無なのかといった検証が、どの程

度なされたのか実態解明が必要です。 

人体以外の放射能汚染は、建物、土壌、

生物、水が主なものと考えられます。大気

中に飛散した放射性物質は、一定のまとま

り（ブルーム）となって風に運ばれ、地上

や海面に降下しました。その結果、汚染の

広がりは、東日本の一定の地域に及びまし

た。その時系列の広がりの歴史は、電子的

解析によるデータが示されていますが、こ

こでは割愛します。いずれにしても、各地

点の放射線量が、除染が必要と判断される

レベルに達したことは事実です。 

放射線量調査の結果、基準値を超えた地

域の農産物や海産物は、出荷規制の対象と

なりました。出荷規制は、公的規制と自主

規制とがありましたが、少なくとも地点ご

との対象品目と規制期間、規制解除の歴史

は、記録されてしかるべきと考えます。い

わゆる風評被害が、特に福島県産品に対し

て起こった事実を踏まえ、他県における出

荷規制の歴史を認識する教材が必要なので

す。また、河川や湖沼などの水質汚染は、

土壌汚染との関連性が高く、特に山林の線

量の推移については、公表が望まれます。 

除染作業の歴史は、環境省の公表データ

福 

 

 

人体が一定線量以上の放射線を浴びることを

指して、一律に「被爆」を用いることは、誤解

を招くとボクたちは認識しています。福島第一

原発事故は、水素爆発によって一定割合の放射

性物質の飛散を招いたと推測はできます。しか

し、それは、爆発的核分裂反応ではありません。

広島と長崎における「被爆」は、投下爆弾の核

爆発によるもので、妥当性がある用語です。し

かし、福島の場合は、核爆発が大気中などで起

こったとは言えないため、「外部被爆」「内部被

爆」のような用法は、著しく妥当性を欠いてい

ます。「放射線による体外的（体内的）被災」で

はあっても、殺傷的爆発に由来するものではな

いのです。そのためボクたちは、福島第一原発

事故において、「被爆」を用いることは控え、「被

災」とします。 

「被爆 」という用語  
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で、推移について一定のデータが示されて

います。実施エリアは、福島県を中心に８

県 93 市町村に及びました。除染作業は、福

島県では、帰還困難区域以外の農地を含む

土地や建物で、広範囲に実施されました。

それ以外の県では、学校などの教育機関、

公園などの公的施設、民間住宅の一部など

で実施したとされています。建物や舗装路

面などについては洗浄、校庭のような土面

について表土剥ぎ取りが実施された模様で

す。耕地や牧舎などの農業施設や家畜やそ

の飼料については、詳細は不明です。 

除染の歴史は必然的に、除染土の処分と

関連して来ます。福島県では、大熊町と双

葉町に中間貯蔵施設が設けられ、仮置きさ

れている状態が続いています。福島県以外

の除染土は、市町村の管理下でおおむね現

地に保管され、約 88％が地下埋設の状態に

あると公表されています。残りの 12％が地

上保管です。処分方法は、県内処理を前提

に進められるとして、焼却処分や堆肥化な

どが検討されています。 

いずれにしても除染の歴史は、目に見え

ない放射線量との戦いの歴史です。放射性

物質はいずれ、半減期を迎えて無害化する

とはいえ、一定の時間を要します。それま

での期間に人々が何に取り組んだかは、原

発事故後の廃炉処理の歴史と共に、語り継

がれることが望ましいと考えます。 

 

●健康と医療に関わる歴史 

層領域（中段）の歴史で、着

目しておくことが望まれるの

は、健康被害と医療提供につ

いてです。災害時の健康被害については、

東日本大震災以前から、「エコノミー症候群」

のような症状が指摘されていました。しか

し、東日本大震災の場合は、劣悪な生活環

境下での公衆衛生や避難所生活によるスト

レス、さらに常用薬の紛失に伴う体調変化

など、さまざまな要因による健康被害があ

ったと考えられます。 

それに対する医療の提供は、津波被災地

域の場合は、病院自体が被災しているケー

スが多々あり、全国から派遣された医療支

援チームによって、支えられたと言えます。

また、原発事故による避難指示地域の場合

は、入院患者の避難とそれ以外の避難者の

健康被害があったと考えられ、後者の実態

は、恐らく未解明のままです。 

災害時の健康被害は、骨折や裂傷などの

いわゆるケガと臓器疾患などによる疾病と

に大別できると考えます。いずれも応急対

応は必要ですが、不十分な医療提供体制下

では、生命に関わる状態になったケースが

あったと推測されます。各地に入った医療

派遣チームの活動の歴史は、いわゆる被災

者支援の一翼を担いました。半面、その診

断結果から見える被災者の健康状態の変化、

それに対する対応の課題など、記録として

残すことが望ましい要素があると考えます。 

健康被害の中で、後々まで指摘され続け

ることになったのが、精神面への影響です。

それは、「被災」の程度によらず起こった可

能性があり、最悪の場合、自殺に至ったケ

ースがありました。心理的なストレスが、

身体的な疾患を誘発または悪化させるよう

なケースは、避難先での差別などによって

も、起こった可能性があります。 

精神面への健康被害は、避難所生活や仮

設住宅生活、復興住宅などで発生している

と指摘されています。生活環境の変化や人

的交流の途絶は、現代生活では災害の有無

に関わらず起こり得ることです。「被災」は、

その強度を高めたと言えます。 

人々の心を書き残す心性史は、客観的事

実になりにくい要素を含みますが、災害史

には不可欠の記録です。 
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「復興」または影響の 

歴史学的考察について   

 

日本大震災史のフレームワー

クで、上層領域（上段）に位

置づけられるのは、いわゆる

「復興」の歴史と国内外に及んだ影響の歴

史と考えます。 

「復興」の歴史は、政府や自治体の政策

と連動していますが、それがすべてとは言

えません。地点ごとの被害の強弱や地域の

特性、個々人の認識差など、多様な側面が

あると考えられます。原発事故被災地域の

「復興」は、未着手に等しい地点があるこ

とに留意する必要があります。 

影響の歴史は、国内外への経済的な影響、

価値観の変化や技術革新のような文化的な

影響、行動様式の変容のような社会的影響

があり、その上で政治史があると考えます。 

 

●「復興」の捉え方 

的な「復興」の歴史は、各地

の自治体などが立案した復興

計画に基づく歩みがあります。

それに対して、個人や事業主などの私的な

「復興」があり、公私の「復興」は相関関

係を持ちながら、現在に至りました。「復興」

という用語は、どのように定義されるかで

記述内容は異なり、矛盾を孕みます。公的

「復興」の場合は、復興計画の進捗と達成

が一つの指標になることは確かです。しか

し、私的「復興」は、個々人の心理的基準

に依存しているため、捉え方はまちまちで

す。何をもって「復興」と言えるのか、定

義できない日々が続いています。 

一般的な「復興」は、“reconstruction”

を指す傾向があります。“reconstruction”

は、建設物などの構造物の「再建設」を意

味する用語で、「re（再び）＋con（すべて

を）＋struct（組み立てる）こと」です。

公共インフラや家屋などの再整備という意

味での「復興」は、時間の経過と共に、目

に見える形で進展しました。 

一方、“resurgence”“resuscitation”に

相当する「復興」は、「復活」を意味する用

語と言えます。「re（再び）＋surge（立ち

上がる）こと＝自力復活」「re（再び）＋

suscitate（目覚めさせる）こと=他力復活」

で、よみがえる
．．．．．

こと
．．

を指しています。その

意味での「復興」は、亡くなられた方々の

よみがえり
．．．．．

は、不可能です。しかし、経済

的指標による「復活」という意味では、個

別差があるとはいえ、ある程度の指数化は

東 
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可能と考えます。また、社会的指標による

コミュニティー「再生」のような側面は、

人口動態（増減傾向や高齢化傾向）などか

ら検証は可能です。津波被災地域をはじめ

とする東北地方は、全般的に人口減少と高

齢化が進展していることから、「復活」を意

味する社会的「復興」は、大きな課題を抱

えていると言えます。心理面の「再生」と

いう意味での「復興」は、個人による振れ

幅が大きく、一律に論じることはできない

ため、個人史の要素が大きいと考えます。 

さらに、“restoration”に相当する「復興」

は、「復元」「回復」「復古」を意味する用語

です。「元通りにすること」というニュアン

スが強いため、その意味での「復興」は、

妥当性に欠ける点が多いと考えます。 

加えて、“rehabilitation”に相当する「復

興」があります。これは、「re（再び）＋

habilitiō（適性を与える）こと」を指して

いて、「復帰」「回帰」「更生」のような、能

力回復に近いニュアンスと言えます。災害

を社会的な
．．．．

不慮の事故
．．．．．

と考えれば、そこか

ら立ち直るための社会活動などによるリハ

ビリ（復帰訓練）は、一定の役割があると

考えられます。 

いずれにしても「復興」は、構造物の再

整備で完結するものではありません。経済

的な視点、ヒト同士の繋がりを中心とした

社会的視点、心理面での立ち直りを中心と

した視点など、いくつかの切り口がありま

す。それらを歴史学的に検証することは、

容易ではありませんが、少なくともフレー

ムワークは可能です。 

 

●東日本大震災とメディア 

日本大震災史の中で、どうし

ても取り上げる必要があるの

は、情報メディアについてで

す。既存のテレビ、ラジオ、新聞などのメ

ディアは、発災当初から映像や画像、音声

などを通して、広く国内外に状況の推移を

伝え続けました。被災地域の状況を、未被

災地域や諸外国で、ほぼ同時に認識できた

ことは、支援活動の広がりに大きな役割を

果たしたと言えます。諸外国への放送情報

提供は、衛星を利用して行われているため、

その技術的仕組みなどの解説は、一つの技

術史として記録されて良いと考えます。ま

た、その後の 10 年間で、技術的進展がどの

ようにあったのかについても、言及があっ

て良いと考えます。 

活字メディアは、新聞、雑誌を含めて、

被災地域の悲惨な状況の写真報道や地震発

生のメカニズムの解説、原発事故の状況報

道や原発の原理・構造などを解説したもの

など、多様なアングルから震災を取り上げ

ました。経済誌は経済への影響を考察し、

文芸誌は思想的観点から震災を考えるとい

った、多角的な焦点集中化が起こりました。

原発事故に関しては、東京電力批判や原発

反対を全面に出した書物もありました。そ

の後、順次出版された震災関連書籍も数多

くあります。当時の活字メディアを総覧す

ることはできませんが、一つひとつは、そ

れぞれの切り口から震災の断面や影響など

を写し出し、あるいは、まとめ、考察や思

考を表現していると言えます。それらを歴

史的史料と考えると、整理と保管の作業を

始める時期に来ていると思われます。 

一方、ここで取り上げる必要性が最も高

いメディアは、ツイッターなどのソーシャ

ル・メディア（Social Media）です。その

利用は、主に個人レベルで広範に広がり、

2011 年を「ソーシャル・メディア元年」と

呼ぶような評価がありました。津波被災地

域からの１件のツイートが、救命を早めた

とする事例がありました。その後の自然災

害時にも、LINE などを含むＳＮＳ（Social 
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Network Service）上で、被災情報や救急支

援情報などが、盛んに飛び交う時代を迎え

たと言えます。 

ボクたちは、「ソーシャル・メディア元年」

とされた東日本大震災時の実態把握のため、

2011 年３月 11 日のツイート解析を、かつ

て行いました。結論は、その評価を高くす

ることは慎む、でした。ツイートの中に、

宮城県東松島市からの救命要請が含まれて

いたことは確かです。しかし、膨大なツイ

ートの大半は、テレビ映像を見た時の驚愕

の声や恐怖感、あらぬ憶測などで占められ

ていました。情報確認先へのリンク貼りも、

かなりの割合でありました。また、被災地

域との連絡が取れないとして、安否確認を

求めるツイートが含まれていました。 

この検証結果から得られたのは、救命を

求めるたった１件のツイートが、膨大で雑

多なツイートに埋もれたように存在し、驚

愕の声にかき消される可能性が、皆無では

なかったという実態です。ツイッターとい

う電子空間は、ほぼ無秩序状態で、情報錯

綜の場でしかなかったのです。その無秩序

を高く評価することは、ボクたちにはでき

ませんでした。 

そのような利用法は、その後の自然災害

時の教訓となり、無暗に雑多なツイートを

投稿することを控えるよう訴えるツイート

に繋がっています。ＳＮＳ上の「リテラシ

ー（literacy：文法規範）」を求める声が高

まるのは、好ましいことです。しかし、メ

ディア（媒体）としてのツイッターが変化

した訳はなく、あくまで利用者サイドの良

心的な動きです。日本では、「メディア・リ

テラシー」の実践教育が立ち遅れていると

され、誹謗中傷による心的苦痛を受ける被

害が、散見される実情があります。 

ＳＮＳの災害時の活用は、好ましい要素

を含んでいることは確かです。安否確認や

支援物資の供給、ボランティア要請や出向

く際の準備など、既存のメディアにはでき

ない細部の情報伝達に、活用メリットは十

分にあります。しかし、その電子空間を個

人的な感情や意見を吐露する場とし、悪用

または荒唐無稽な情報氾濫の拡大に寄与し

ている利用者は、後を絶ちません。その弊

害の克服は、まだ途上にあるのです。 

ボクたちは、東日本大震災時のツイート

解析で、誤字脱字だらけで日本語とは思え

ない、叫び声を文字化しただけのようなつ

ぶやきを、多数目にしました。対照的に、

悲惨な状況で入力されたであろう救命を求

めるツイートは、適正な日本語で表現され

ていました。被災者が外部の人々に気遣い

を示しているのに、外部の人々はなぜ、狂

騒のような文字との戯れに終始しているの

か。百歩譲って、それもＳＮＳの一つの役

割とするならば、ボクたちは、そのような

メディアを利用したいとは思わないのです。 

 

●東日本大震災下の経済政策 

日本大震災によるマクロ経済

への影響は、短期的影響から

中長期的影響まで、期間的要

素があります。また、影響の範囲という点

では、地域経済から国内経済、さらには国

際経済という広がりがあり、そこには当然、

濃淡があります。最も深刻な影響を受けた

のは、被災地域の地域経済なのは言うまで

もありませんが、ここでは、それとは異な

る視点からの経済史を考察します。 

当事の民主党政権下の経済政策は、財政

健全化を目的とした緊縮化路線をベースと

していました。無駄を省くための事業仕分

けと称する予算カットが、各省庁で実施さ

れたことは、ご承知の通りです。今となっ

ては禍根の一つとなった保健所体制の縮小

なども、その一つに挙げられます。そうし
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た中で発生した東日本大震災は、嫌でも財

政出動せざるを得ない状態に日本政府を追

い込みました。そして、実際に多額の復興

予算が計上され、履行されて行きました。 

一方、国際経済は、ギリシャ政府が多額

の債務を抱え、債務不履行（デフォルト）

に陥る可能性があるとの観測から、ユーロ

不安が表面化しました。また、アメリカの

オバマ政権下の経済政策は、リーマン・シ

ョックからの立ち直りを目指し、金融緩和

策にシフトしていました。ドルの余剰が増

えるドル安ベースの状態で、大量のドルが

市場に流れました。そのため、国際金融市

場では、ユーロ売りドル売り円買いが進み、

１ドル 100 円を大きく下回るまでに、円高

が加速しました。その結果、輸出依存度が

高い日本企業の収益が悪化し、赤字決算が

続出する状態になりました。雇用重視を政

策の柱の一つとしていた民主党政権にとっ

ては、逆に雇用不安を招く経済状態に陥っ

たと言えます。 

つまり、民主党政権の経済政策は、財政

緊縮と雇用重視の両面で、根本から破綻し

たのです。消費税の引き上げはしないとし

ていた民主党政権は、財源不足に直面し、

政策転換を図るしかありませんでした。そ

の契機となったのが、東日本大震災でした。 

 

●「アベノミクス」について 

主党に代わって政権に復帰し

た自民党の経済政策は、ご承

知の通り「アベノミクス」で

す。その三本柱は、大規模な財政出動と金

融緩和、そして、成長戦略です。財政出動

は「復興」の後押しに、金融緩和は円高の

是正に、即効性がある対策として有効に機

能したことは確かです。大企業を中心に企

業収益は改善し、雇用促進を図る政策が展

開されました。しかし、各企業が資金の内

部留保を図る傾向が強めたと言われ、景気

回復の実感はないとする人々が、かなりの

割合を占める状態でした。また、金融緩和

で生じた余剰資金が、いわゆるマネー・ゲ

ームを加速させ、実体経済から乖離した金

融資本主義（finance capitalism）の厚みを、

増すように作用していることは否めないと

思われます。いずれは金融引き締めに転じ

る時期が来るとして、中身の濃い成長戦略

が求められています。 

その成長戦略は、軸となる分野が明確と

は言い切れず、十分な効果が確認できない

状態が続いています。自民党政権は、観光

分野や農業分野、デジタル分野などで成長

戦略の方向性を示しましたが、アナログと

デジタルの相反を総合するような理念は、

示せないまま推移しています。 

観光振興は、民主党政権がすそ野は広い

として推進した産業政策の一つです。自民

党政権は、それを継承し、発展させる形で、

観光振興を図りました。その結果、外国人

観光客の大幅な増加を見て、かなりの成果

が上がりました。その一つのピークとして、

東京オリンピックを見込んでいたと考えら

れますが、観光産業が余暇産業である以上、

そもそも市場基盤に流動的脆弱性を持ち、

「コロナ禍」がそれを露見させました。 

農業政策は、農業所得の向上を目指すと

して、農産品の海外輸出の奨励やブランド

米などの付加価値向上を図る政策を推進し

ました。これは、民主党政権下の農業個別

所得補償政策を一変させたものです。日本

の農業所得は、食料の安定供給という観点

から、低い水準で推移して来ました。それ

は、戦後一貫して進められた工業重視政策

によるもので、結果的に農業の担い手の減

少、耕作放棄地の増加、食糧自給率の低下

といった悪循環を招きました。耕地を集約

する大規模化や品種改良による特産化は、
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現在も進められています。しかし、小規模

な家族経営が多い状態は、大きくは変わり

ません。農業経営（農業資本）が将来的に、

企業の参入によって改善されるとの見解が

ありますが、「地主―小作」の復活に思え、

ボクたちとしては全面的賛同はしかねます。 

自民党政権が未来目標とした「Soiety5.0」

は、自動車の自動運転をはじめとする機械

装置のインターネット化（IoT：Internet of 

Things）の推進が一つの柱です。デジタル

分野の日本の国際競争力は、残念ながら後

塵を拝していると言わざるを得ず、ＧＡＦ

Ａ（Google、Apple、Facebook、Amazon）

のみならず、３Ｄプリンタやドーロンのよ

うな技術も、アメリカが先行しました。今

後は、実用的なロボット開発競争が展開さ

れると思われますが、産業競争力を高めら

れるかどうかは不透明です。 

国際的な産業競争力を高める成長戦略は、

必要不可欠です。しかし、それを総合的に

推進するコンセプト（concept）が必要で、

そこが不明瞭なままの成長戦略は、個別バ

ラバラな印象を与えてしまいます。 

それは、東北地方の「復興」についても

言えることです。国としての総合的復興計

画がないまま、県単位や市町村単位の復興

計画に委ねた「復興」が進められ、結果的

に個別市町村ごとのバラバラな「復興」に

なりました。東北地方全体のポジティブな

将来像がないままの「復興」は、地域のさ

まざまな課題を浮き彫りにしています。 

 

●人口減少から見る社会変化 

口変動は、社会変化の様態を

見る指標の一つです。日本の

人口は、全体として減少局面

に入っていて、21 世紀半ば頃までは、減少

し続けると予測されています。 

ボクたちは、東日本大震災後の東北地方

の人口変動について、各県の公表データや

国勢調査データを元に、2015 年（平成 27

年）まで考察しました。結果は、『東北地方

の人口減少と未来』と題した論考にまとめ

ています。その詳細については、ここでは

触れません。 

東日本大震災後の東北地方の人口は、大

多数の市町村で減少しています。そこには、

従来からの社会構造上の要因と震災による

要因とがあります。震災要因の人口減少は、

被災による死亡と家屋や仕事の喪失などに

よる転出が挙げられます。人口減少が顕著

だったのは、原発事故の避難指示区域と津

波被災地域で、震災による社会環境変化に

起因すると考えざるを得ません。 

原発周辺の市町村人口は、形式上は住民

登録人口が計上されていました。しかし、

実質的な居住人口がゼロの地域があり、こ

のような措置が取られたのは、全島民が避

難した三原山の火山災害以来のことです。

政治的措置による人口変動のため、ここで

の言及を差し控えます。 

それに対して、津波被災市町村の人口は、

自宅喪失や仕事喪失などの理由から、転出

を決断した住民が、相当数に上ったと考え

られます。ボクたちの検証では、発災した

2011 年３月から翌 12 年３月までの１年間

で、減少率が 10％を超えたのは、岩手・宮

城の５市町でした。各市町村では、その後

も減少が続きますが、減少率は緩和される
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傾向を示しました。当初の人口減少には、

震災死を含む死亡数があり、それを除いた

社会的減少（転出）の検証が必要でした。

つまり、転出が、震災を契機として生じた

のか、進学や就職などの従来型の人口流出

なのか、その見分けが必要になったという

ことです。 

ボクたちは、それを検証するため、津波

被災市町村からの転出先データ（2015 年国

勢調査）を分析しました。その結果、転出

先で最も多かったのは、隣接する市や各県

県庁所在地などで、遠方への転出は限られ

ていたことが分かりました。つまり、遠方

への転出（避難・進学・就職）は、一定程

度はあったものの限られていて、女性や子

供などが近隣への移転で転出した結果、人

口減少率を高めた可能性が高いと結論づけ

ました。近隣市町村を含めた圏域人口は、

減少はあるものの、極端な人口減少率には

ならなかったのです。 

このことが示しているのは、従来から生

活圏域として来たエリアで、一定の生活手

段が確保さえすれば、圏域人口の減少を抑

制できる余地はあるということです。そこ

でボクたちは、従来型の人口流出構造の検

証に立ち返りました。 

従来型の人口流出構造とは、東北地方に

限らず、全国各地にあるものです。かつて

は「過疎」ということばで表現されたよう

な、中山間地域を中心とした人口減少構造

を指しています。その最大の要因は、若年

層の人口流出です。ボクたちの検証でも、

20 代の人口が極端に少ない町村が、東北地

方の各地にあることが確認されました。そ

れは、震災によって起こった現象ではなく、

ほぼ慢性化した社会的体質によって起こっ

たものです。 

その慢性化した社会的体質とは、言うま

でもなく進学や就職などによる人口流出で

す。これは、農山村地域ほど顕著に現れて

いて、商工業産業が脆弱という意味では、

先に述べた産業としての農業経営と深く関

わっています。農業所得が低いために、少

しでも高所得を得る目的で、他産業に従事
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する道を選び、学歴を高める道を選択する。

あるいは、都市的生活への憧れや結婚機会

を増やすために、地域を離れる選択をする。

ボクたちはけして、ある個人が生涯にわた

って一つの場所に定住することが好ましい

とは思いませんが、慢性化した社会的体質

は、地方が疲弊する大きな要因になってい

ることは確かです。 

下図の折れ線グラフは、その人口流出構

造の典型的なサイクルを表しています。毎

年４月に転出人口が極端に増加し、その後

は翌年４月まで、ほぼ横ばいの微増微減で

推移するというサイクルです。このサイク

ルが毎年繰り返されれば、必然的にその地

域の人口は、慢性的に減少し続けます。こ

のような地域が、東北地方には多数あり、

それを逃れているのは、仙台圏などの一部

地域に限られます。津波被災地域において

も、元々このようなサイクルを繰り返して

いた地域が多く、震災要因とは異なる社会

的体質上の問題という意味では、基盤を共

有しているのです。 

人口変動におけるもう一つの課題は、や

はり高齢化です。例示した人口ピラミッド

の町では、20 代が極端に少なく、50 代まで

の生産年齢人口も、けして多くはありませ

ん。それに対して、男性では 60 代、女性で

は 80 代の人口が最も多く、明らかにいびつ

な人口構成をなしています。この図は 2015

年時点の図ですが、60 代後半が、いわゆる

「団塊の世代」に該当します。80 代は大正

末から昭和初期生まれとなり、女性の場合

は、戦時下で青春期を過ごした人々が、最

も多いという人口構成になっています。 

この人口構成で社会を機能させて行くた

めには、何が必要なのか。もちろん、若年

層人口を増やすような対策は必要です。し

かし、高齢人口層が厚い構成は、50 年程度

は変わらないと想定した対応が必要です。

要するに、医療や介護を必要とする頻度が

増し、新しい技術や考え方への対応力が鈍

化する傾向を強める高齢層と共に、地域社

会を機能させて行くためには、どのような

社会的対応が望ましいのかということです。 
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そこには、行政による政策的対応が求め

られることは確かです。しかし、地域コミ

ュニティーによる自活的対応のような、あ

る意味では日本社会が失いかけている形態

が、まだ残っていることを活かす対応が必

要と、ボクたちは考えます。新しさへの対

応を高齢層に無理強いするのではなく、新

しさが古さをサポートするような対応です。

そこからは、老いることは必ずしも悪いこ

とではないという、価値観の転倒が生まれ

る可能性があります。その価値観の転倒こ

そが重要で、そう考えると人口減少は、悪

いことばかりではないと思えるのです。 

 

●東日本大震災と文化 

日本大震災が日本文化に与え

た影響は、多種多様です。「文

化（culture）」という日本語を

どのように考えるかにもよりますが、日常

生活の思考パターン（行動様式）の変化や

「イノベーション（innovation）」のような

変革指向を含む広義の文化、いわゆるエン

タメを含む芸術表現や歴史的な文化財、あ

るいは流行のような狭義の文化で、捉え方

は異なると思われます。ここでは、広義の

文化という視点で考えることにします。 

原発に対する考え方が大きく変わったの

は、最も顕著な文化的影響の一つです。阪

神・淡路大震災以来、日本の「安全神話」

は各方面で崩れ続けましたが、原発事故も

また、その神話崩壊を招いたと言えます。

一気に盛り上がった「原発再稼働反対」の

論調は、感情論として正しいとはいえ、日

本の電力供給の実態論としては、課題を浮

き彫りにするものとなりました。 

日本のエネルギー供給に関するエネルギ

ー・ミクスは、震災以前は火力と原子力に

重きを置き、水力がそれに次いで、風力や

太陽光などが若干あるという状態でした。

しかし、震災によって原子力発電は全面的

に休止し、それを補完する形で火力が大き

く伸びる結果を招きました。火力発電は言

うまでもなく、ＣＯ２を排出し、カーボン・

ニュートラル（carbon neutral）という観

点からは、縮小が望ましい発電法です。そ

のため、再生エネルギーの供給能力を高め

る論調が高まり、それ自体は好ましいこと

とはいえ、電力不足に陥ることは必至とい

う日本の実態が明るみに出ました。 

ボクたちは、日本国民の相当数が支持し

た原発反対論調と電力供給力の実態との乖

離は、理想論と現実論の相反と捉えていま

す。理想論が悪い訳ではなく、現実論への

代替案が説得力を欠き、結果的にズルズル

と原発再稼働容認に傾いて行ったとみなせ

るのです。ボクたちは原発反対の立場です

が、それが単なる感情論では、「原発反対の

声が上がった」というロジックに封じ込め

られるだけのことです。理想と現実の乖離

を解消する説得力のあるロジックが、本来

は必要で、感情に訴えるだけの原発反対に

は限界があります。 

日本の戦後は、物資の供給が乏しい欠乏
．．

の理論
．．．

から出発しました。その理論は戦後

復興の原動力となって、目覚ましい経済成

長を遂げ、さらにバブル期まで経済発展を

牽引しました。経済史的にはインフレ基調

の時代です。その欠乏の理論
．．．．．

の象徴的表現

が、日本は「資源がない国」とした一つの

定式です。その定式上の戦略が、高い技術

力で国際競争に打ち勝つというもので、輸

入原材料を加工して高付加価値をつけ、市

場に提供して行くというスタイルでした。 

ところが、バブル崩壊後の日本は、イン

フレ基調の時代から、デフレ基調の時代に

入りました。「ない」の時代から、「ある」

の時代に入ったということです。モノ余り
．．．．

理論
．．

が必要となりました。大量に廃棄され
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る食料品や日常生活で出る大量のゴミによ

うに、余ったモノ
．．．．．

をどのように取り扱うの

か、考え方を変える必要が生じたと言えま

す。その結果、食品ロスの低減やリサイク

ルの促進などの風潮が生まれました。しか

し、「空白の 20 年」と呼ばれた長い日本の

低迷は、モノ余り理論
．．．．．．

では克服が難しいと

して、インフレ基調（欠乏の理論
．．．．．

）への回

帰を望む風潮を醸成しました。 

そのような中で発生したのが、東日本大

震災です。この震災以降、日本では連年の

ように自然災害が各地で発生し、被災住民

が生まれ続けています。そのたびに大量の

災害廃棄物が出て、焼却などによる処分が

行われて来ました。また、被災地域に届く

大量の支援物資は、モノに溢れた日本の現

状があるから可能だったと言えるのです。 

ボクたちは基本的に、欠乏の理論
．．．．．

への回

帰より、モノ余り理論
．．．．．．

を洗練することの方

が望ましいという立場に立っています。欠
．

乏の理論
．．．．

は、語弊があるかもしれませんが、

「ないものねだり」に陥る可能性がありま

す。それに対してモノ余り理論
．．．．．．

は、あるモ

ノの「有効活用」に繋がる可能性があるの

です。その意味では、戦後日本の「資源が

ない国」というスタイルは、改めることが

望ましいと考えています。 

確かに日本は、エネルギー資源（化石燃

料）や鉱物資源などには乏しい国かもしれ

ません。しかし、それは、先に述べた工業

生産を重視する視点からの発想です。バブ

ル崩壊以降の日本の工業生産力は、一部を

除いて国際競争力を低下させ、苦悶する状

態に置かれています。「資源がない国」のス

タイルから、一歩先に抜け出すための「空

白の 20 年」だったと考えれば、モノ余り
．．．．

（余
．．

剰）
．．

を活用しない手はなかったはずです。

余剰
．．

はまさに、「資本主義（capitalism）」

の原点だからです。 

ボクたちは、「文化」という日本語の定義

を、“culture”への対応を考慮し、「耕すた

めの技術とそこから生まれる産品やスタイ

ル」としています。“culture”の根幹は「耕

作」であって、そのための「教養」や「知

識」を含む概念と捉えています。「文化」は、

耕すことがあって生まれるのです。 

「耕す（cultivate）」という行為は、「自

然（nature）」と向き合う行為です。「自然」

は、ヒトが意図するように動いてくれると

は限らず、時にはヒトに牙を剥き、その命

を奪うことさえあります。それでもヒトは、

「自然」がもたらしてくれる恩恵のために、

「耕す」を止めないのです。それこそが「文

化」だと、ボクたちは考えます。 

 

●10 年という年月を経て 

日本大震災の発生から、10 年

の時が流れました。震災は、

まだ終わってはいません。自

然史としての震災は、余震が継続中です。

被災史としての震災は、帰還さえできず、

10年前から時が止まった状態で放置されて

いる地域があるのが現状です。身元不明の

遺骨が残されている現状もあります。災害

対応史としての震災は、短期的支援は終わ

っているとはいえ、避難の歴史は続いてお

り、放射能汚染の歴史はまだまだ続きます。

被災者の孤独への対応も残されています。 

ボクたちにとっての東日本大震災は、体

験としては、大きな揺れとその後のやや不

自由な生活、身内の健康への影響など、あ

る意味では限定的な被害でした。しかし、

歴史としての東日本大震災は、この記述の

ようなものです。この災害が歴史記述から

消えることは恐らくなく、その後も続いて

いる自然災害と共に、記録されて行くとボ

クたちは思っています。 

（2021 年 3 月 26 日） 
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